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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、特定区域内の水道水源の良好な水質と水量を保持し、安全かつ清浄な水道水を将来に

わたって安定的に供給するため、水道水源の保護を図り、もって町民の健康と生命を守ることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 水道水源 河川及びその周辺の地下から取り入れる水道の原水となる水をいう。 

(２) 水道水源保護区域 町の水道に係る水道水源及びその上流区域を保護するため、町長が第６条第１項

の規定により指定する区域をいう。 

(３) 地下水採取規制区域 水道水源保護区域のうち、地下水の採取を規制するため、町長が第６条第１項

の規定により指定する区域をいう。 

(４) 水道水源保護水域 水道水源保護区域内の河川その他公共の用に供される水域及びこれに接続する公

共溝渠、かんがい用水路その他公共の用に供される水路（下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）第２条第３号

に規定する公共下水道であって、同条第６号に規定する終末処理場を設置しているものを除く。）をいう。 

(５) 揚水施設 動力を用いて地下水を採取するための施設をいう。 

(６) 特定事業 水質の汚濁の原因となる物質に汚染された水を排出するおそれがある事業活動並びに水質

及び水量に影響するおそれがある土地の形質変更を伴う事業活動を行う業種で別表第１に掲げるものをいう。 

(７) 水質指針値 水道水源保護区域内の水道水源の良好な水質を保持するため、町が設定する排出水の汚

染状態の目標値で、水に含まれる人の健康に係る被害を生ずるおそれがある物質の種類又は水の汚染状態を

示す項目（以下「有害物質等の種類等」という。）ごとに別表第２に定めるものをいう。 

(８) 排出水 特定事業の用に供する施設等から水道水源保護水域に排出される水及び地下水採取規制区域

の土壌又は地下に浸透する水をいう。 

 

（町の責務） 

第３条 町は、水道水源の保護に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、これに伴って生ずる水道水源の水質の汚濁の防止及

び水量への影響を防止するために必要な措置を講ずるとともに、町が実施する水道水源の保護に関する施策

に協力しなければならない。 

 

（町民の責務） 

第５条 町民は、自らも、水道水源の保護に努めるとともに、町が実施する水道水源の保護に関する施策に

協力しなければならない。 

 

第２章 水道水源保護区域等の指定 

第６条 町長は、水道水源保護区域及び地下水採取規制区域（以下「水道水源保護区域等」という。）を指定

することができる。 

２ 町長は、前項の規定による指定をするときは、あらかじめ、紫波町水道水源保護審議会の意見を聴かな

ければならない。 

３ 町長は、第１項の規定に基づき水道水源保護区域等を指定したときは、その旨を告示しなければならな

い。 



４ 前２項の規定は、水道水源保護区域等の変更又はその指定の解除をする場合について準用する。 

 

第３章 地下水の採取の規制 

（地下水の採取の抑制） 

第７条 地下水採取規制区域において揚水施設により地下水を採取する者（以下「採取者」という。）は、そ

の水の合理的な使用により、地下水の採取の抑制に努めなければならない。 

 

（地下水のゆう出を伴う掘削工事に関する措置） 

第８条 地下水採取規制区域において地下水のゆう出を伴う掘削工事を行う者は、法令及びこの条例の規定

による規制を受ける場合のほか、地下水位等への影響を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

 

（地下水の採取許可） 

第９条 地下水採取規制区域において、規則で定める基準の揚水施設を設置し、地下水を採取してこれを事

業の用に供しようとする者は、揚水施設ごとに次に掲げる事項を記載した申請書を提出し、町長の許可を受

けなければならない。 

(１) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(２) 事業の種類 

(３) 揚水施設の設置場所 

(４) 採取する地下水の用途 

(５) 揚水施設のストレーナーの位置及び揚水機の吐出口の口径 

(６) 地下水採取予定量（日量又は年間採取量） 

(７) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

２ 前項の規定は、許可を受けた揚水施設（以下「許可揚水施設」という。）について、同項第５号に掲げる

事項を変更しようとする場合について準用する。 

 

（許可の基準） 

第 10 条 町長は、前条の規定による許可の申請について、規則で定める基準に適合していると認めるときで

なければ許可をしてはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当すると町長が認めた場合は、この限り

でない。 

(１) 非常災害用等公益上の目的で揚水施設を設置し、地下水を採取しようとするとき。 

(２) 地下水を採取することが、地下水採取規制区域における水道水源の保護に著しい支障を及ぼすおそれ

がない場合において、その揚水施設により採取する地下水をその事業の用に供することが、その事業の遂行

上必要かつ適当であって、他の水源をもって地下水に代えることが著しく困難であるとき。 

２ 町長は、揚水施設の基準を定めようとするときは、紫波町水道水源保護審議会の意見を聴かなければな

らない。これを変更し、又は廃止しようとする場合も同様とする。 

３ 町長は、前条の規定による許可をするに当たり、水道水源を保護するために必要な条件を付することが

できる。 

 

（許可の取消し等） 

第 11 条 町長は、採取者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、その許可を取り消し、又は期間

を定めて当該揚水施設による地下水の採取の停止を命ずることができる。 

(１) 偽りその他不正な手段により第９条の許可を受けたとき。 

(２) 第９条の許可を受けずに地下水の採取を行ったとき。 

(３) 前条第３項の規定により付した条件に違反したとき。 

 

（採取量の減少勧告等） 

第 12 条 町長は、地下水の合理的な使用により許可揚水施設による地下水の採取量を減少することが適当で

あると認めたとき、又は許可揚水施設による地下水の採取に代えて他の水源により水の供給を受けることが

適当であると認めたときは、その採取者に対し、当該許可揚水施設による地下水の採取量の減少又は採取の

停止を勧告することができる。 

２ 町長は、前項の規定による勧告を受けた採取者がその勧告に従わないときは、その者に対し、当該許可

揚水施設による地下水の採取量の減少又は採取の停止を命ずることができる。 

３ 第１項の規定による勧告又は前項の規定による命令を受けた者は、その勧告又は命令に基づく改善の措

置をとったときは、速やかにその旨を町長に報告しなければならない。 

 



第４章 排出水の規制等 

（水質指針値の遵守等） 

第 13 条 水道水源保護区域内において、規則で定める特定事業の用に供する施設等（特定事業の用に供する

施設等の構造、設備又は面積を変更することにより当該規則で定める特定事業の用に供する施設等に該当す

ることとなる施設等を含む。以下「特定施設等」という。）から排出水を排出する者（以下「排出事業者」と

いう。）は、当該特定施設等の排水口（排出水を排出する場所をいう。以下同じ。）における当該排出水の汚

染状態について、水質指針値を遵守するよう努めなければならない。 

２ 水道水源保護区域内において、特定施設等の設置に伴い土地の形質変更を伴う工事等を行う者は、水道

水源の水質及び水量に影響を与えないよう必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

（特定事業の追加指定等の手続） 

第 14 条 町長は、新たに特定事業を指定し、若しくは特定事業の指定を解除しようとするとき、又は新たに

水質指針値の有害物質等の種類等及び数値を設定し、若しくは水質指針値の数値を変更しようとするときは、

紫波町水道水源保護審議会の意見を聴かなければならない。 

 

（特定施設等の設置等の届出） 

第 15 条 水道水源保護区域内において、特定施設等を設置し、又はその構造、設備若しくは面積を変更しよ

うとする者は、これらの行為に係る工事に着手しようとする日の 60 日前までに、次に掲げる事項を町長に届

け出なければならない。 

(１) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(２) 特定施設等の名称及び所在地 

(３) 特定事業の種類 

(４) 特定施設等の構造、設備及び面積 

(５) 特定施設等の使用の方法 

(６) 特定施設等の工事計画 

(７) 排出水の処理の方法並びに予想される排出水の量及びその汚染状態 

(８) 土地の形質変更工事計画 

(９) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

 

（水道水源保護協定の締結） 

第 16 条 排出事業者及び特定施設等の設置に伴い土地の形質変更を伴う工事等を行う者（以下「特定事業

者」という。）は、町と将来にわたる水道水源の保護を図るために必要な事項を内容とする協定（以下「水道

水源保護協定」という。）を締結するものとする。 

２ 水道水源保護協定を締結しようとする場合において、町長が必要があると認めたときは、当該締結しよ

うとする水道水源保護協定の内容について、あらかじめ、紫波町水道水源保護審議会の意見を聴くことがで

きる。 

３ 水道水源保護協定を締結したときは、町長は、規則で定めるところにより、その旨を公表するものとす

る。 

４ 前２項の規定は、締結した水道水源保護協定の内容を変更する場合について準用する。 

 

（指導又は勧告） 

第 17 条 町長は、前条第１項の規定に基づき町と水道水源保護協定を締結した者が、水道水源保護協定に違

反していると認めたときは、当該協定締結者に対し、当該水道水源保護協定を遵守するよう指導又は勧告を

しなければならない。 

２ 町長は、排出事業者が特定施設等の排水口において水質指針値に適合しない排出水を排出している場合

において、当該排出水が水道水源の水質の汚濁の原因となり、又は原因となるおそれがあると認めたときは、

当該排出事業者に対し、当該排出水の汚染状態を水質指針値に適合させるために必要な措置を講ずるよう指

導又は勧告することができる。 

３ 町長は、特定施設等の設置に係る土地の形質変更を伴う工事等が原因となり、水道水源の水質又は水量

に影響を及ぼすおそれがあると認めたときは、当該工事等を行う者に対し必要な措置を講ずるよう指導又は

勧告することができる。 

４ 前３項の規定による勧告を受けた者は、その勧告に基づく改善の措置をとったときは、速やかにその旨

を町長に報告しなければならない。 

 

（氏名等の変更の届出） 

第 18 条 第９条の規定による許可を受けた者（以下「許可採取者」という。）が同条第１項第１号に掲げる



事項を変更したとき、又は第 15 条の規定による届出をした特定事業者が同条第１号若しくは第２号に掲げる

事項を変更したときは、当該変更した日の翌日から起算して 30 日以内にその旨を町長に届け出なければなら

ない。 

 

（廃止の届出） 

第 19 条 許可採取者又は特定事業者は、許可揚水施設又は特定施設等（以下「対象施設」という。）を廃止

したときは、廃止した日の翌日から起算して 30 日以内にその旨を町長に届け出なければならない。 

２ 前項の届出をした場合は、当該許可揚水施設に係る第９条の規定による許可は、効力を失う。 

 

（承継） 

第 20 条 許可採取者又は特定事業者から、対象施設を譲り受け、又は借り受けた者は、当該対象施設の許可

採取者又は特定事業者の地位（特定事業者については、第 16 条第１項の規定に基づき町と締結した水道水源

保護協定に基づく地位を含む。以下同じ。）を承継する。 

２ 許可採取者又は特定事業者について、相続、合併又は分割（その許可又は届出に係る対象施設を承継さ

せるものに限る。）があったときは、相続人、合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人又は分割

により対象施設を承継した法人は、当該許可採取者又は特定事業者の地位を承継する。 

３ 前２項の規定により地位を承継した者は、当該承継した日の翌日から起算して 30 日以内に、その旨を町

長に届け出なければならない。 

 

（立入調査） 

第 21 条 町長は、この条例の施行に必要な限度において、採取者若しくは特定事業者に揚水施設若しくは特

定施設等に係る必要な事項について報告を求め、又は当該事務に従事する職員に当該揚水施設若しくは特定

施設等の設置場所若しくは採取者若しくは特定事業者の事業所等に立ち入り、揚水施設、特定施設等その他

の物件を調査させることができる。 

２ 前項の規定により当該職員が立ち入るときは、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなけれ

ばならない。 

 

（公表） 

第 22 条 町長は、第 12 条第１項若しくは第２項の規定による勧告若しくは命令又は第 17 条第１項から第３

項までのいずれかの規定による勧告を受けた者がその勧告又は命令に従わないときは、紫波町水道水源保護

審議会の意見を聴いて、その旨及び当該勧告又は命令の内容を公表することができる。 

 

第５章 水道水源保護審議会 

（審議会） 

第 23 条 この条例によりその権限に属された事項その他水道水源の保護に関する事項を調査審議させるた

め、紫波町水道水源保護審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、委員５人以内をもって組織し、委員は、次に掲げる者のうちから、必要の都度、町長が任命

する。 

(１) 識見を有する者 

(２) その他町長が必要と認める者 

３ 委員は、調査審議が終了したときは、解任されるものとする。 

 

（会長及び副会長） 

第 24 条 審議会に会長及び副会長１人を置く。 

２ 会長及び副会長は委員の互選とする。 

３ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第 25 条 審議会は、町長が招集する。 

２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

 

（庶務） 

第 26 条 審議会の庶務は、建設部において処理する。 

 

（会長への委任） 



第 27 条 第 23 条から前条までに定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮

って定める。 

 

第６章 雑則 

（水道水源保護区域に隣接する地方公共団体等への要請） 

第 28 条 町長は、水道水源保護区域に隣接する地方公共団体の長、岩手県知事又は国に対し、水道水源の保

護に関し必要な施策を講ずるよう要請することができる。 

 

（補則） 

第 29 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 15 年７月１日から施行する。ただし、第６条、第 10 条第２項及び第 23 条から第 27

条まで並びに附則第６項の規定は、同年４月１日から施行する。 

（揚水施設に関する経過措置） 

２ 第７条から第 12 条まで及び第 18 条から第 22 条までの規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」と

いう。）以後に、地下水採取規制区域内において設置し、又は揚水施設のストレーナーの位置若しくは揚水機

の吐出口の口径を変更しようとする揚水施設について適用する。 

３ この条例の施行の際、現に地下水採取規制区域内において、事業活動を行っている採取者の揚水施設に

ついては、当該採取者（当該採取者から当該揚水施設を譲り受け、若しくは借り受けた者又は相続、合併若

しくは分割（当該揚水施設を承継させるものに限る。）があった場合の相続人、合併後存続する法人若しくは

合併により設立した法人若しくは分割により当該揚水施設を承継した法人を含む。）が引き続いて当該揚水施

設において事業活動を行っている間は、当該揚水施設のストレーナーの位置又は揚水機の吐出口の口径を変

更しようとする場合を除き、第７条から第 12 条まで及び第 18 条から第 22 条までの規定は、当分の間、適用

しない。 

（特定施設等に関する経過措置） 

４ 第 13 条及び第 15 条から第 22 条までの規定は、施行日以後に、水道水源保護区域内において設置し、又

はその構造、設備若しくは面積を変更しようとする特定施設等について適用する。 

５ この条例の施行の際、現に水道水源保護区域内において、事業活動を行っている特定事業者の特定施設

等については、当該特定事業者（当該特定事業者から当該特定施設等を譲り受け、若しくは借り受けた者又

は相続、合併若しくは分割（当該特定施設等を承継させるものに限る。）があった場合の相続人、合併後存続

する法人若しくは合併により設立した法人若しくは分割により当該特定施設等を承継した法人を含む。）が引

き続いて当該特定施設等において事業活動を行っている間は、当該特定施設等の構造、設備又は面積を変更

する場合を除き、第 13 条及び第 15 条から第 22 条までの規定は、当分の間、適用しない。 

（水質指針値の諮問） 

６ 町長は、附則第１項ただし書きに規定する施行の日以後最初に招集される審議会において、水質指針値

について意見を聴かなければならない。 

 

附 則（平成 15 年９月 24 日条例第 26 号） 

この条例は、平成 15 年 12月１日から施行する。 

 

附 則（平成 26 年３月 31 日条例第 15 号） 

この条例は、平成 26 年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和４年３月 15 日条例第５号抄） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 


